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オートショック AED 使⽤事例の検証結果の中間報告について 

 

 オートショック AED は、救助者の操作によらず機器⾃⾝によって速やかに電気ショ
ックを⾏うため、電気ショックが⾏われるまでの時間を短縮できるなどの利点がある
とされています。⼀⽅で、従来と異なる仕組みのため、救助者が⼾惑い、AED の使
⽤に⽀障をきたしたり、感電事故が⽣じたりするのではないかなどの懸念が指摘され
ていました。 
 

 そのため、⽇本救急医療財団「⾮医療従事者による AED 使⽤のあり⽅特別委員会」
は、オートショック AED 使⽤事例の検証体制の整備について報告書※１をまとめ、
公表しました。 
※１「オートショック AED 使⽤事例の検証体制の整備について（報告書）」（令和 3 年 12⽉28⽇、
⽇本救急医療財団「⾮医療従事者による AED 使⽤のあり⽅特別委員会」） 

 
 当作業部会は、本報告書に基づき、令和 3 年 12⽉の登録例より、オートショック

AED の販売後の使⽤事例の検証を開始いたしました。この度、検証の開始後およそ２
年余が経過し、これまでの検証結果を中間報告としてとりまとめましたので、次項の
とおり報告いたします。 

  



オートショック AED 使⽤事例の検証結果について（中間報告） 

AED の内部データ利⽤・検証に関する作業部会 

 2021 年 12 ⽉より、AED 製造販売業者等の協⼒の下に、オートショック AED 使⽤事
例についての情報収集を進め、今般、オートショック AED 使⽤事例 173 例（うちシ
ョック事例 12 例）について、検証を⾏った。 
 

 検証に⽤いた資料は、AED 使⽤後に実施した使⽤者アンケート、機器に残された⼼電
図記録、機器に残された使⽤時の⾳声情報である。 

 
 検証の概要は次項の通りであるが、今回検証を⾏った事例においては、救助者がオー

トショック AED の操作に⼾惑ったり、感電事故の発⽣が懸念されるなどの安全性に
問題があると考えられる事象は確認されなかった。 
 

 なお、オートショック AED が使⽤された傷病者への対応にあたった救急隊の活動に
ついて、AED の取り扱いに関する課題※１が明らかになったため、消防庁に情報提供
することとした。 

 
※１ オートショック AED が⾃動で電気ショックを実施しようとする直前に、救急隊が⾃ら
の AED に交換したと考えられる事例があった。交換しない場合の⽅が電気ショックをより早
く実施できた可能性がある。傷病者接触時に AED の作動状況を確認して、機器が電気ショッ
クを必要と判断している場合は、その機器（従来型の AED も含む）のまま電気ショックを⾏
うことを考慮する必要がある。この点につき救急隊、消防隊への周知を検討頂く必要がある。 

 
 また、電⼦情報技術産業協会 体外式除細動器ＷＧは、救助者の使⽤に関する懸念※２

から、オートショック AED の販売・設置先については、当⾯の間、オートショック
AED の説明・訓練を受けた者によってのみ使⽤される場所に販売や設置を限定する⾃
主規制を導⼊することとし、その間に使⽤事例の検証を⾏い、⼀定程度※３安全に使
⽤できることが確認できたのちに規制を解除することとしていた。今回の使⽤事例の
検証では、⾃主規制の解除に差し障る事象は確認できなかった。 
 

※２ 従来型と異なる仕組みのため、救助者が⼾惑い AED の使⽤に⽀障をきたしたり、感電
事故が⽣じたりするのではないかなどの懸念 
※３ オートショック AED の販売や設置を限定する⾃主規制を解除するための安全確認に必
要な事例数の⽬安を「オートショック AED 使⽤事例 30 例程度、かつショック実施事例 10 例
程度」としていた。 



 当作業部会では、少なくとも 30 例の電気ショック実施事例※４までは引き続き慎重に
検証を進める予定である。 

※４ オートショック AED の販売後の検証の⽬標数を、「オートショック AED 使⽤事例 100
例程度、かつショック実施事例 30 例程度」としていた。使⽤事例については⽬標数にすでに
達しているが、当⾯の間、引き続き検証を進める予定である。 
 
 

 

  



オートショック AED 使⽤事例の概要 
 
 

１． 使⽤情報の登録状況 
使⽤事例  173 件（2021 年 12 ⽉ 15 ⽇〜2024 年 2 ⽉ 1 ⽇） 
うちショック事例 12 件 
 
 

２． 登録概要 
 機種 

２社（⽇本ストライカー社製、⽇本光電社製）の計 3 機種 
 使⽤場所 

介護福祉施設 136 件、会社・事業所 13 件、商業施設７件、 
医療施設 4 件、その他不特定多数が利⽤する⺠間施設 3 件、 
公共交通機関 3 件、体育・スポーツ施設 2 件、宿泊施設 2 件、 
学校・保育施設 2 件、集合住宅１件 

 使⽤者 
設置施設に所属する者 154 件、それ以外 7 件、不明 12 件 

 使⽤者の資格 
不明 89 件、医療者以外 47 件、看護師 23 件、その他の医療資格者 4 件、医療資
格者（資格不明）4 件、救急救命⼠ 3 件、未記⼊ 3 件 

 救命講習受講歴 
あり 79 件、なし 43 件、不明 48 件、未記⼊ 3 件 

 感電の有無 
電気を感じなかった（傷病者から離れていた）139 件、不明 31 件、未記⼊ 3 件 

 ⼼電図データ 
あり 122 件、なし 51 件 

 ⾳声データ 
あり 11 件（ショックあり 8 件、ショックなし 3 件）  
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